
資料2-3

（１）刑法犯検挙人員中の再犯者数及び再犯率の推移について

注　１　警察庁の統計による。
　　２　「再犯者」は，刑法犯により検挙された者のうち，前に道路交通法違反を除く犯罪により検挙
　　　されたことがあり，再び検挙された者をいう。
　　３　「再犯者率」は，刑法犯検挙人員に占める再犯者の人員の比率をいう。

（２）出所受刑者の2年以内再入者数及び再入率

注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　前刑出所後の犯罪により再入所した者で，かつ，前刑出所事由が満期釈放又は仮釈放の者を
        計上している。
　　３　「２年以内再入者人員」は，各年の出所受刑者のうち，出所年の翌年の年末までに再入所した者
        の人員をいう。

再犯に関する現状について

H24 H25 H26 H27 H28

再犯者 130,077 122,638 118,381 114,944 110,306

初犯者 156,944 139,848 132,734 124,411 116,070

初犯者率 54.7 53.3 52.9 52 51.3

再犯者率 45.3 46.7 47.1 48 48.7
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H24 H25 H26 H27

再入者 5100 4804 4569 4225

再入率 18.6 18.1 18.5 18
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（３）主な罪名別2年以内再入率

出典 注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　前刑出所後の犯罪により再入所した者で，かつ，前刑出所事由が満期釈放又は
        仮釈放の者を計上している。
　　３　「２年以内再入者人員」は，各年の出所受刑者のうち，出所年の翌年の年末までに
         再入所した者の人員をいう。

（４）２年以内の再入所率の推移（年齢層別）

注　１　65歳以上再入率数値は法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　前刑出所後の犯罪により再入所した者で，かつ，前刑出所事由が満期釈放又は仮釈放の者を計上している。
　　３　前刑出所時の年齢による。再入者の前刑出所時年齢は，再入所時の年齢及び前刑出所年から算出した推計値である。
　　４　「２年以内再入者人員」は，各年の出所受刑者のうち，出所年の翌年の年末までに再入所した者の人員をいう。

注　１　少年再入率数値は矯正統計年報及び法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　「再入院者人員」は，少年院出院年を１年目として２年目（翌年）のそれぞれ年末までに新たな少年院送致の決定により

　　　　再入院した者の人員をいう。
　　３　「再入院・刑事施設入所者人員」は，少年院出院年を１年目として２年目（翌年）の年末までに新たな少年院送致の決定
　　　により再入院した者又は受刑のため刑事施設に初めて入所した者の人員をいう。なお，同一の出院者について，出院後，
　　　複数回再入院した場合又は再入院した後に刑事施設への入所がある場合には，その最初の再入院を計上している。

H24 H25 H26 H27

窃盗 24.7 23.3 23.3 23.2

詐欺 17.5 15.3 14.9 13.6

障害・暴行 14.1 16.7 16.3 16.2

覚せい剤 19.8 19.5 20.7 19.2
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0 0 0 0
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（５）入所受刑者の居住状況について

注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　犯行時の居住状況による。
　　３　来日外国人及び居住状況が不詳の者を除く。

（６）刑務所出所時に帰住先がない者の数及びその割合

注　１　矯正統計年報による。
　　２　帰住先は，刑事施設を出所後に住む場所である。　
　　３　「更生保護施設等」は，更生保護施設，就業支援センター，自立更生促進センター及び
        自立準備ホームである。
　　４　「自宅」は，帰住先が父・母，配偶者等以外であり，かつ自宅に帰住する場合である。
　　５　「その他」は，帰住先が不明，暴力団関係者，刑終了後引き続き被告人として勾留，入国管理局
　　　  への身柄引渡し等であり，平成27年までは「自宅」を含む。
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総数 初入者 再入者 

住居不定以外 16,249 6,882 9,367

住居不定 3,816 1,085 2,731

入所受刑者の居住状況別構成比（平成28年） 

住居不定以外 

住居不定 

H24 H25 H26 H27 H28

帰住先がない者 6489 6368 5696 5577 4739

割合 23.6 24 23.1 23.7 20.7
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（７）入所受刑者の就労状況について

注　１　法務省大臣官房司法法制部の資料による。
　　２　犯行時の就労状況による。
　　３　「無職」は，定収入のある無職者を含む。
　　４　学生･生徒，家事従事者及び就労状況が不詳の者を除く。

（８）保護観察終了時に無職である者の数及びその割合

注　１　保護統計年報による。
　　２　「無職者」は，定収入のある無職者，学生・生徒及び家事従事者を除く。
　　３　「無職率」は，職業不詳の者を除く保護観察終了者に占める無職者の比率である。
　　４　保護観察処分少年は，交通短期保護観察の対象者を除く。

総数 

初入者 

再入者 

0 5,000 10,000 15,000

総数 初入者 再入者 

有職 6,181 2,879 3,302

無職 14,236 5,373 8,863

入所受刑者の就労状況別構成比（平成28年） 

有職 

無職 

H24 H25 H26 H27 H28

無職である者の数 8873 7808 7317 7185 6864

無職である者の割合 24.1 22.3 21.7 21.9 22.1
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（９）刑務所出所者等就労支援事業対象者の就職状況

 注　１　厚生労働省職業安定局の資料による。
     ２　「就職件数」は，刑事施設在所中又は少年院在院中に内定した件数である。

（１０）実際に刑務所出所者等を雇用している協力雇用主の数・比率の推移

注　１　法務省保護局の資料による。
　　２　各年４月１日現在の数値である。

H24 H25 H26 H27 H28

就職件数 81 60 231 356 576

支援対象者 2,564 2,826 3,364 3,907 4,023
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協力雇用主数 11,044 12,603 14,488 16,330 18,555
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（１１）高齢者入所受刑者数（入所度別）及び入所度別高齢者率の推移について

（２）高齢者の入所受刑者数（入所度数別）及び入所度別高齢者率の推移について

　注　１　矯正統計年報による。
　　　２　入所時の年齢による。
　　　３　「高齢者率」は，入所受刑者総数及び女性の入所受刑者に占める高齢者の比率をいう。

（１２）特別調整終結人員の推移

（３）特別調整終結人員の推移

注 １　法務省保護局の資料による。
　　２　終結人員は，少年を含む。
　　３　終結人員は，特別調整の希望の取下げ
　　　　及び死亡によるものを含む。
　　４　内訳は重複計上による。

H24 H25 H26 H27 H28

6度以上 874 869 860 871 922

2～5度 734 754 778 740 831

1度 584 605 645 702 745

高齢者率 8.8 9.8 10.4 10.7 12.2

0

20

40

60

80

100

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

高齢者の入所受刑者人員(入所度数別)・高齢者率の推移 

6度以上 

2～5度 

1度 

高齢者率 

H24 H25 H26 H27 H28

精神障害 141 176 172 196 207

知的障害 225 234 239 214 234

身体障害 88 104 96 107 103

高齢 305 299 346 389 377
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（１３）特別調整の結果、福祉施設につながった人員の推移

（４）特別調整の結果、福祉施設につながった人員の推移

注　１　法務省保護局の資料による。
　　２　「社会福祉施設」は，介護保険施設（介護保険法に基づく介護老人福祉施設，介護老人保健施設， 
　　　ケアホーム，旧身体障害者福祉法・旧知的障害者福祉法・旧精神保健福祉法に基づく入所施設等），
　　　保護施設（生活保護法に基づく救護施設，医療保護施設，授産施設等）及びその他の社会福祉施設
　　　である。

（１４）覚せい剤取締役法違反成人検挙者における再犯率の推移

（５）覚せい剤取締役法違反成人検挙者における再犯率の推移

注　１　警察庁刑事局の資料による。　
　　２　検挙時の年齢による。
　　３　「同一罪名再犯者」は，前に覚せい剤取締法違反（覚せい剤に係る麻薬特
　　　例法違反を含む。以下同じ。）で検挙されたことがあり，再び覚せい剤取締法
　　  違反で検挙された者をいう。　
　　４　「同一罪名再犯者率」は，覚せい剤取締法違反の成人検挙人員に占める同
 　　 一罪名再犯者の人員の比率をいう。 

H24 H25 H26 H27 H28

再犯者 7,094 6,880 7,062 7,128 6,787

検挙歴なし 4,335 3,905 3,804 3,775 3,534

再犯者率 62.1 63.8 65 65.4 65.8
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その他 45 39 42 65 48

民間・公営住宅 77 78 58 84 97

医療機関 38 56 61 53 44

社会福祉施設 193 246 316 277 279

0

100

200

300

400

500

600

特別調整の結果、福祉施設につながった人員の推移 

その他 

民間・公営住宅 

医療機関 

社会福祉施設 



（１５）薬物事犯保護観察対象者のうち、保健、医療機関等による治療を受けた者及びその割合

 注　１　法務省保護局の資料による。
     ２　「うち連携あり」は，ケア会議を開催したり処遇協議を実施したりするなどして，保護観察所が
　　　　当該機関と情報を共有しつつ処遇を実施した保護観察対象者をいう。
     ３　②において，「精神保健福祉センター等」は，保健所や市町村障害保健主管課等を含む。

H26 H27 H28

入院・通院した保護観察対象者

人員 
179 172 239

うち連携あり 66 66 79
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通所した保護観察対象者人員 28 66 94

うち連携あり 19 39 66
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（１６）少年の刑法犯検挙人員における再非行者数及び再非行率について

注　１　警察庁の統計による。
　　２　犯行時の年齢による。ただし，検挙時に20歳以上であった者を除く。
　　３　「再非行少年」は，前に道路交通法違反を除く非行により検挙（補導）されたことがあり，
　　　　再び検挙された少年をいう。
　　４　「再非行少年率」は，少年の刑法犯検挙人員に占める再非行少年の人員の比率をいう。

（１７）保護司数及び保護司の充足率の推移

　注  １　法務省保護局の資料による。

21

H24 H25 H26 H27 H28

検挙人員 65,448 56,469 48,361 38,921 31,516

再非行少年 22,179 19,345 16,888 14,155 11,696

再非行少年率 33.9 34.3 34.9 36.4 37.1
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H24 H25 H26 H27 H28

保護司数 48221 47990 47914 47872 47939

保護司充足率 91.4 91.4 91.3 91.2 91.3
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（１８）保護司の年齢構成別推移

　注  １　法務省保護局の資料による。
　　　２　データの入手が可能であった年のみ計上している。
　　　３　昭和28年は12月１日現在，31年は６月１日現在，35年は12月31日現在，46年は７月１日現在，
　　　　その他の年は１月１日現在の数値である。

（１９）市民の協力意識

注　１　内閣府の「再犯防止対策に関する特別世論調査」（平成25年８月調査）の資料に基づき
　　　法務総合研究所が作成したものである。
　　２　質問に対し，「わからない」と回答した者を除く。

注　１　内閣府の「再犯防止対策に関する特別世論調査」（平成25年８月調査）の資料に基づき
　　　法務総合研究所が作成したものである。
　　２　質問に対し，「わからない」と回答した者を除く。

22 ※各データの出典は法務省統計資料

H25 H26 H27 H28 H29

70歳以上 12,526 13,266 13,625 13,625 13,771

60～69歳 25,257 24,882 24,617 24,791 24,574

50～59歳 8,066 7,686 7,496 7,324 7,175

40～49歳 1,884 1,836 1,855 1,901 2,077

40歳未満 257 244 279 298 312
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